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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 第59期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 70,500 73,948 69,462 145,302 148,671

経常利益 (百万円) 30,458 33,093 29,097 61,955 59,245

中間(当期)純利益 (百万円) 20,269 20,269 18,231 39,322 36,146

純資産額 (百万円) 367,718 413,637 450,126 391,430 443,631

総資産額 (百万円) 417,344 466,884 501,959 439,274 504,446

１株当たり純資産額 (円) 3,130.96 3,522.27 3,810.55 3,332.33 3,777.31

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 172.54 172.60 155.26 334.04 307.32

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 88.1 88.6 89.1 89.1 87.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,186 24,209 21,620 28,850 39,928

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △15,583 △21,838 △6,136 △34,674 △44,163

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,941 △7,703 △9,400 △6,995 △7,729

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 40,762 32,932 32,401 38,254 26,321

従業員数 (名) 2,662 2,644 2,680 2,604 2,595



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第57期の１株当たり配当額65.00円は、特別配当10.00円を含んでおります。 

３ 第58期の１株当たり配当額80.00円は、「オノンカプセル」発売10周年記念配当15.00円を含んでおります。

４ 第59期中の１株当たり配当額40.00円は、特別配当7.50円を含んでおります。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６ 第59期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 69,974 73,225 68,656 144,066 147,126

経常利益 (百万円) 29,994 32,589 28,689 61,150 58,364

中間(当期)純利益 (百万円) 20,041 20,102 18,145 38,968 35,829

資本金 (百万円) 17,358 17,358 17,358 17,358 17,358

発行済株式総数 (千株) 122,919 122,919 122,919 122,919 122,919

純資産額 (百万円) 365,245 411,073 444,626 388,821 440,896

総資産額 (百万円) 411,956 461,036 495,196 433,403 498,138

１株当たり純資産額 (円) 3,108.88 3,499.25 3,785.11 3,309.01 3,752.76

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 170.55 171.12 154.47 330.94 304.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 40.00 65.00 80.00

自己資本比率 (％) 88.7 89.2 89.8 89.7 88.5

従業員数 (名) 2,465 2,416 2,435 2,396 2,361



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業部門の名称 従業員数(名)

医薬品事業 2,680

従業員数(名) 2,435



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
  
(1) 業績 

当中間連結会計期間におきましては、医療費全体の抑制を目的とした諸施策が一層浸透するなか、国内

外の企業間競争が一段と激化するなど、医薬品業界を取り巻く環境は前連結会計年度に引き続き厳しい状

況下にありました。 

 このような状況のもと、当社は独創的な新薬開発を目指し、研究開発体制の一層の強化と、主要製品を

中心とした学術情報活動の充実を図るとともに、経営全般にわたり効率化に努めましたが、平成18年4月

の薬価基準の引き下げ(当社：7％強)の実施や当初の予想を上回る後発品の影響を受けました。 

 その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高69,462百万円（対前中間連結会計期間比6.1％減）、

営業利益27,084百万円（対前中間連結会計期間比14.2%減）、経常利益29,097百万円（対前中間連結会計

期間比12.1%減）、中間純利益18,231百万円（対前中間連結会計期間比10.1%減）となりました。 

 販売の状況についてですが、まず、末梢循環障害改善剤「オパルモン錠」は腰部脊柱管狭窄症の適応領

域で一層評価が高まり、前中間連結会計期間比948百万円（5.9%）増の16,918百万円と順調に推移しまし

た。また、気管支喘息（小児）治療剤「オノンドライシロップ」も前中間連結会計期間比919百万円

（23.3%）増の4,867百万円と前中間連結会計期間に引き続き大きく伸長しました。 

 一方、糖尿病性神経障害治療剤「キネダック錠」は、昨年7月以降に上市された後発品の影響などによ

り前中間連結会計期間比2,469百万円（21.8％）減の8,872百万円となり、気管支喘息・アレルギー性鼻炎

治療剤「オノンカプセル」も、前中間連結会計期間にあった花粉の大量飛散が当中間連結会計期間にはな

かったことにより前中間連結会計期間比551百万円（4.3％）減の12,256百万円となりました。また、脳血

栓症急性期治療剤「注射用カタクロット」や末梢循環障害改善剤「注射用プロスタンディン」など、すで

に後発品が上市されている注射剤５品目は合計で前中間連結会計期間比2,081百万円（16.7%）減となりま

した。 

 さらに、前中間連結会計期間には導出先のグラクソ・スミスクライン社が開発を進めていたエイズ治療

薬（ONO-4128／873140）の開発段階が進んだことに伴う一時金収入がありましたが、当中間連結会計期間

はそれに相当する収入がありませんでした。 

  

 当中間連結会計期間の売上高が前中間連結会計期間比4,485百万円（6.1%）減の69,462百万円となりま

した一方で、売上原価が前中間連結会計期間比480百万円（4.4%）減の10,364百万円、販売費及び一般管

理費が前中間連結会計期間比463百万円（1.5%）増の32,014百万円となりました結果、営業利益は前中間

連結会計期間比4,468百万円（14.2%）減の27,084百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費のうち、研究開発費は、積極的に研究開発活動を推進した結果、国内における治

験委託費用が増加したほか、研究提携先への研究資金の支払いがありましたことなどにより、前中間連結

会計期間比1,660百万円（11.6%）増の16,016百万円となりました。一方、研究開発費を除く販売費及び一

般管理費は、営業経費の見直しなどにより、前中間連結会計期間比1,196百万円(7.0%)減の15,997百万円

となりました。  



経常利益につきましては、営業外収支が2,012百万円の利益となり前中間連結会計期間比473百万円改善

しましたが、営業利益の減少に伴い前中間連結会計期間比3,995百万円（12.1%）減の29,097百万円となり

ました。 

 特別損益につきましては、特別利益に年金資産運用益（数理計算上の差異償却）1,137百万円を計上し

ました。 

 これらの結果、中間純利益は、前中間連結会計期間比2,037百万円（10.1%）減の18,231百万円となりま

した。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 
当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下キャッシュという）は32,401百万円で、当中間連結

会計期間期首残高の26,321百万円に対して6,080百万円の増加となりました。その内容は営業活動による

キャッシュ・フローが21,620百万の増加（前中間連結会計期間24,209百万円の増加）、投資活動によるキ

ャッシュ・フローが6,136百万円の減少（前中間連結会計期間21,838百万円の減少）、財務活動によるキ

ャッシュ・フローが9,400百万円の減少（前中間連結会計期間7,703百万円の減少）となっています。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期間と比較して2,589百万円収入が減少し、

21,620百万円の増加となりました。当中間連結会計期間においては、法人税等の支払額が9,146百万円あ

りましたが、一方で、税金等調整前中間純利益は30,234百万円となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して15,702百万円支出が減少し、

6,136百万円の減少となりました。当中間連結会計期間においては、有価証券の売却・償還により56,234

百万円収入がありましたが、一方で、有価証券の購入などのため62,370百万円支出しました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して1,696百万円支出が増加し、

9,400百万円の減少となりました。当中間連結会計期間においては、配当金の支払い9,377百万円がありま

した。 

  

科目
前中間連結会計期間

(百万円)
当中間連結会計期間

(百万円)
差額(百万円)

現金及び現金同等物の期首残高 38,254 26,321 ―

営業活動によるキャッシュ・フロー 24,209 21,620 △2,589

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,838 △6,136 15,702

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,703 △9,400 △1,696

換算差額 10 △3 △14

増減 △5,321 6,080 ―

現金及び現金同等物の中間期末残高 32,932 32,401 ―



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、売価換算額(消費税等抜き)によっております。 

２ 連結会社間の取引は相殺消去しております。 

  

(2) 受注状況 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 連結会社間の取引は相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
３ 上表の金額は消費税等抜きの価額で示しております。 

４ ㈱メディセオ・パルタックホールディングスは、平成17年10月１日付で㈱パルタックと経営統合 

し、㈱メディセオホールディングスより商号変更しております。 

  

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 69,839 △7.3

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 69,462 △6.1

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

アルフレッサ㈱ 13,793 18.7 14,402 20.7

㈱メディセオ・パルタック
ホールディングス

― ― 11,592 16.7

㈱メディセオホールディン
グス

10,365 14.0 ― ―

㈱スズケン 12,091 16.4 10,393 15.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対処すべ

き課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

  

 
  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、医薬品事業において研究開発活動を行っております。 

開発面におきましては、世界に通用する医薬品を日米欧の三極で開発し、かつ継続的に革新的医薬品を

上市することを目標に活動を進めています。 

 過活動膀胱治療剤「ステーブラ錠」（ONO-8025）/KRP-197は現在審査中です。骨粗鬆症治療剤「リカル

ボン錠」（ONO-5920）/YM529は、日本で本年7月に申請し現在審査中です。米国メルク社から導入した糖

尿病治療剤ONO-5435/MK-0431は、日本において万有製薬と共同でフェーズⅢ試験を開始しました。海外で

はメルク社が本年10月に米国で承認を取得しました。脳梗塞急性期治療剤「アロサイト注」は、日本では

フェーズⅡ/Ⅲ試験を実施中です。海外では導出先のメルク社が新たなフェーズⅡ試験の患者エントリー

をまもなく開始します。スイスのノバルティス社より導入したアルツハイマー型認知症治療剤ONO-

2540/ENA713Dは、日本ではノバルティスファーマと共同でフェーズⅢ試験を準備中です。海外ではノバル

ティス社が欧米で申請準備中です。癌化学療法に伴う悪心・嘔吐治療剤「イメンドカプセル」（ONO-

7436）/MK-0869は、日本ではフェーズⅡ試験を終了しました。今後、本剤の早期申請を目的として当局と

開発計画を協議する予定です。神経変性疾患治療剤「セレアクトカプセル」は、欧州で筋萎縮性側索硬化

症（ALS）を対象とした後期フェーズⅡ試験を開始しました。北米ではアルツハイマー型認知症を対象に

フェーズⅡ試験を実施中です。糖尿病治療剤ONO-5129は、米国ではフェーズⅡ試験を実施中です。日本で

はフェーズⅡ試験を開始しました。うつ病・不安障害治療剤ONO-2333Msは日本及び米国で、脳梗塞急性期

治療剤ONO-2231と骨粗鬆症治療剤ONO-5334は欧州でフェーズⅠ試験を実施中です。米国メダレックス社と

の共同研究により創製された完全ヒト型抗PD-1抗体ONO-4538/MDX-1106は、同社が米国でフェーズⅠ試験

を開始しました。 

 一方、「セレアクトカプセル」は、日本ではパーキンソン病を対象として開発を進めていましたが、フ

ェーズⅡ試験において有効性を確認できず当該領域での開発を中止しました。 

 

 効能追加につきましては、「注射用オノアクト」が本年10月「手術後の循環動態監視下における頻脈性

不整脈（心房細動、心房粗動、洞性頻脈）に対する緊急処置」での効能追加の承認を取得しました。「オ

ノンカプセル」の慢性副鼻腔炎はフェーズⅢ試験を開始しました。「オパルモン錠」の頚椎症、「注射用

オノアクト」のマルチスライスＣＴによる冠動脈造影能の改善は、フェーズⅡ試験を実施中です。「注射

用エラスポール」の市中肺炎に伴う急性呼吸不全は、フェーズⅡ試験を開始しました。 

 一方、「オノンドライシロップ」は小児アレルギー性鼻炎での効能追加を目指して開発を進めていまし

たが、小児におけるアレルギー性鼻炎の自覚症状を評価することの難しさから、開発を中止しました。 

  

会社名 契約先 国名 契約内容 対価の支払い 契約締結年及び契約期間

当社 ローカス社 アメリカ
キナーゼを標的とした
共同研究

研究資金    
契約一時金   
一定料率の  
ロイヤルティ

2006.7より発売後5年間       
又は特許有効期間のいずれか長い方



ライセンス活動におきましては、本年10月に米国サファイア社から癌性悪液質治療剤RC-1291を導入し

ました。現在、開発後期段階にある化合物に加え、ベンチャー企業などから前臨床段階にある化合物やフ

ェーズⅠ化合物の獲得にも力を注ぎ、更なる開発パイプラインの充実に努めています。 

 

 研究面におきましては、より良い化合物を、より確実に創製するために、化合物創製の初期段階から、

有効性のみならず物性・薬物動態・安全性も同時に検討できる体制をとっています。重点4分野（プロス

タグランジン、酵素阻害、神経科学、細胞内情報伝達）において革新的な創薬研究を進める方針に変更は

ありませんが、加えて当社遺伝子資産からの医薬品創製も積極的に行いたいと考えています。具体的に

は、米国メダレックス社と、新規な抗癌剤を目指した完全ヒト型抗PD-1抗体の共同研究を進めています。

さらに、同社とは完全ヒト型抗SDF-1抗体に関する共同研究も開始しました。 

 また、昨年４月に新設した創薬事業部では、提携先の米国ベンチャー企業において細胞内酵素の一つで

あるキナーゼの阻害剤に関する創薬を進めています。具体的には、米国アレイ社及びローカス社と、各々

別のキナーゼを阻害する低分子化合物の創薬研究を開始しました。今後とも国内外のベンチャー企業や研

究機関と積極的に提携を進め、最先端技術や創薬シーズを導入することにより、創薬力の一層の強化を図

っていきます。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、16,038百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

ここ数年の大規模な設備投資（筑波研究所、本社社屋、フジヤマ第七工場など）は一段落し、当中間

連結会計期間の設備投資につきましては維持投資にとどまっています。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(3) 在外子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

    前連結会計年度末において、重要な設備の新設等の計画はありませんでした。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

    前連結会計年度末において、重要な設備の除却等の計画はありませんでした。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類
中間会計期間末現在
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月11日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 122,919,000 122,919,000

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 122,919,000 122,919,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 122,919,000 ― 17,358 ― 17,002



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数の他に、当社が所有する自己株式が5,451千株(4.44％)あります。 

２ アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーから、前事業年度に大量保
有報告書の提出があり(報告義務発生日 平成17年５月31日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受け
ておりますが、当社として当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができない
ため、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

 
３ ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーから、前事業年度に大量保有報告書の変更報告
書(報告義務発生日 平成18年３月31日)を、次のとおり受けておりますが、当社として当中間会計期間末現
在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮しており
ません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,676 6.24

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,150 5.82

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A． 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

6,977 5.68

ノーザン トラスト カンパニー 
(エイブイエフシー) 
サブ アカウント アメリカン 
クライアント 
(常任代理人香港上海銀行東京
支店)

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON 
E14 5NT UK
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

6,460 5.26

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟)

3,718 3.03

株式会社鶴鳴荘 大阪市西区京町堀２丁目２番５号 3,299 2.68

財団法人小野奨学会
大阪市中央区平野町２丁目６番11号
伏見屋本社ビル301号室

3,285 2.67

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 2,458 2.00

株式会社丸川 芦屋市山手町20番地17号 2,328 1.89

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505103 
(常任代理人株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,810 1.47

計 ― 45,167 36.74

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

アーノルド・アンド・エ
ス・ブレイクロウダー・ア
ドバイザーズ・エルエルシ
ー

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニ
ューヨーク市アベニュー・オブ・
ジ・アメリカズ1345

6,312 5.14

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ブランデス・インベストメ
ント・パートナーズ・エ
ル・ピー

アメリカ合衆国 カリフォルニア
州92191-9048 サンディエゴ、エ
ル・カミノ・レアール11988、500
号室

9,672 7.87



４ シルチェスター インターナショナル インベスターズ リミテッドから、当中間会計期間に大量保有報告
書の変更報告書(報告義務発生日 平成18年６月20日)を、次のとおり受けておりますが、当社として当中間
会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では
考慮しておりません。 

 

 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シルチェスター インター
ナショナル インベスター
ズ リミテッド

タイム アンド ライフ ビル
５階，１ ブルトン ストリー
ト，ロンドン，Ｗ１Ｊ６ＴＬ 英
国

6,077 4.94



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権60個) 

  含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

5,451,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

117,315,600
1,173,156 ―

単元未満株式
普通株式

151,700
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 122,919,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,173,156 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
小野薬品工業株式会社

大阪市中央区道修町 
二丁目１番５号

5,451,700 ― 5,451,700 4.44

計 ― 5,451,700 ― 5,451,700 4.44



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであり

ます。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

  

 
  

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 5,980 5,850 5,590 5,750 5,760 5,480

最低(円) 5,620 5,450 5,230 5,440 5,310 5,030

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 開発本部長 取締役
開発本部長
兼開発企画部長

松岡 昌三 平成18年７月20日

常務取締役 開発本部長 取締役 開発本部長 松岡 昌三 平成18年12月１日

常務取締役
研究本部長兼 
医薬品化学研究所長

取締役
研究本部長兼
医薬品化学研究所長

福島 大吉 平成18年12月１日

常務取締役 営業本部長 取締役 営業本部長 市川 弘 平成18年12月１日

取締役
業務本部長      
兼経営統轄部長    
兼経理部長

取締役
業務本部長     
兼経営統轄部長   

相良 暁 平成18年９月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、有恒監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間

連結財務諸表及び中間財務諸表については、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第58期中(連結・個別)  有恒監査法人 

 第59期中(連結・個別)  監査法人トーマツ 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

平成17年９月30日

当中間連結会計期間末

平成18年９月30日

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 13,974 17,794 14,904

 ２ 受取手形及び 
 売掛金

※３ 42,439 39,607 43,395

 ３ 有価証券 92,518 99,753 101,023

 ４ たな卸資産 8,847 9,703 9,346

 ５ 繰延税金資産 13,466 12,199 13,432

 ６ その他 1,405 1,499 1,279

    貸倒引当金 △1,250 △846 △1,276

    流動資産合計 171,401 36.7 179,710 35.8 182,105 36.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び 
  構築物

28,554 26,917 27,640

  (2) 機械装置及び 
  運搬具

4,245 3,311 3,693

  (3) 土地 22,545 22,545 22,545

  (4) 建設仮勘定 1,212 25 237

  (5) その他 1,545 58,105 12.4 1,538 54,338 10.8 1,656 55,774 11.1

 ２ 無形固定資産 1,279 0.3 1,127 0.2 1,169 0.2

 ３ 投資 
 その他の資産

  (1) 投資有価証券 227,933 258,547 257,268

  (2) 繰延税金資産 31 34 32

  (3) 再評価に係る 
  繰延税金資産

2,425 2,425 2,425

  (4) その他 5,708 5,774 5,670

    貸倒引当金 △0 236,098 50.6 △0 266,782 53.2 △0 265,397 52.6

    固定資産合計 295,482 63.3 322,248 64.2 322,341 63.9

    資産合計 466,884 100.0 501,959 100.0 504,446 100.0



前中間連結会計期間末

平成17年９月30日

当中間連結会計期間末

平成18年９月30日

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
 買掛金

※３
3,079 3,018 3,126

 ２ 短期借入金 1 1 1

 ３ 未払法人税等 11,710 9,466 8,874

 ４ 返品調整引当金 2 40 4

 ５ 売上割戻引当金 805 752 954

 ６ 販売促進引当金 515 548 587

 ７ 賞与引当金 4,235 4,383 4,374

 ８ その他 6,507 5,846 7,950

    流動負債合計 26,856 5.8 24,057 4.8 25,872 5.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 23 19 20

 ２ 長期未払金 583 286 289

 ３ 退職給付引当金 13,476 10,486 12,582

 ４ 役員退職給与 
 引当金

800 700 830

 ５ 繰延税金負債 9,155 16,280 18,745

 ６ その他 2 0 1

    固定負債合計 24,041 5.1 27,775 5.5 32,469 6.4

   負債合計 50,897 10.9 51,832 10.3 58,342 11.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 2,348 0.5 ― ― 2,472 0.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 17,358 3.7 ― ― 17,358 3.4

Ⅱ 資本剰余金 17,002 3.6 ― ― 17,002 3.4

Ⅲ 利益剰余金 376,413 80.6 ― ― 392,290 77.8

Ⅳ 土地再評価差額金 △3,549 △0.8 ― ― △3,549 △0.7

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金

28,709 6.1 ― ― 42,824 8.5

Ⅵ 為替換算調整勘定 △4 △0.0 ― ― 16 0.0

Ⅶ 自己株式 △22,292 △4.8 ― ― △22,311 △4.4

   資本合計 413,637 88.6 ― ― 443,631 87.9

   負債、 
 少数株主持分 
 及び資本合計

466,884 100.0 ― ― 504,446 100.0



 

前中間連結会計期間末

平成17年９月30日

当中間連結会計期間末

平成18年９月30日

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 17,358 3.5 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 17,002 3.4 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 401,075 79.9 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △22,333 △4.5 ― ―

    株主資本合計 ― ― 413,102 82.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
 評価差額金

― ― 37,898 7.6 ― ―

 ２ 土地再評価 
 差額金

― ― △3,549 △0.7 ― ―

 ３ 為替換算調整 
 勘定

― ― 11 0.0 ― ―

    評価・換算 
  差額等合計

― ― 34,360 6.9 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 2,663 0.5 ― ―

   純資産合計 ― ― 450,126 89.7 ― ―

   負債・純資産 
 合計

― ― 501,959 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※２ 73,948 100.0 69,462 100.0 148,671 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 10,844 14.7 10,364 14.9 21,815 14.7

    売上総利益 63,103 85.3 59,098 85.1 126,856 85.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 販売費 5,683 4,692 11,750

 ２ 一般管理費 ※１ 25,866 31,550 42.7 27,321 32,014 46.1 58,169 69,920 47.0

    営業利益 31,553 42.7 27,084 39.0 56,936 38.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 351 539 737

 ２ 受取配当金 906 856 1,297

 ３ その他 442 1,699 2.3 828 2,224 3.2 725 2,760 1.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1 0 1

 ２ 寄付金 112 100 195

 ３ その他 46 160 0.2 111 212 0.3 254 451 0.3

    経常利益 33,093 44.8 29,097 41.9 59,245 39.8

Ⅵ 特別利益

 １ 退職給付債務数理 
   計算上の差異償却

― 1,137 ―

 ２ 新制度導入に伴う  
   退職給付引当金 
   戻入益

734 734 1.0 ― 1,137 1.6 734 734 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 退職給付債務数理 
   計算上の差異償却

25 ― 50

 ２ 減損損失 ※３ 180 205 0.3 ― ― ― 180 230 0.2

 税金等調整前中間 
 (当期)純利益

33,621 45.5 30,234 43.5 59,748 40.2

 法人税、住民税 
 及び事業税

11,727 9,722 21,886

 法人税等調整額 1,455 13,182 17.8 2,114 11,837 17.1 1,427 23,314 15.7

 少数株主利益 169 0.2 164 0.2 287 0.2

 中間(当期)純利益 20,269 27.4 18,231 26.2 36,146 24.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 17,002 17,002

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

17,002 17,002

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 364,238 364,238

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 20,269 20,269 36,146 36,146

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 7,630 7,630

 ２ 役員賞与 85 85

 ３ 土地再評価差額金取崩額 136 136

 ４ 連結子会社の減少に伴う 
   減少高

242 8,094 242 8,094

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

376,413 392,290



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,358 17,002 392,290 △22,311 404,339

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △9,390 △9,390

 役員賞与(注) △56 △56

 中間純利益 18,231 18,231

 自己株式の取得 △22 △22

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 8,784 △22 8,762

平成18年９月30日残高(百万円) 17,358 17,002 401,075 △22,333 413,102

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 42,824 △3,549 16 39,292 2,472 446,104

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △9,390

 役員賞与(注) △56

 中間純利益 18,231

 自己株式の取得 △22

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,926 △5 △4,932 190 △4,741

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△4,926 ― △5 △4,932 190 4,021

平成18年９月30日残高(百万円) 37,898 △3,549 11 34,360 2,663 450,126



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

33,621 30,234 59,748

 ２ 減価償却費 1,978 1,736 4,025

 ３ 貸倒引当金の増減額 
   (△は減少)

223 △429 249

 ４ 退職給付引当金の増減額 
   (△は減少)

△1,626 △2,095 △2,520

 ５ 受取利息及び受取配当金 △1,257 △1,396 △2,035

 ６ 支払利息 1 0 1

 ７ 投資有価証券売却益 ― △10 △61

 ８ 売上債権の増減額 
   (△は増加)

2,163 3,789 1,207

 ９ たな卸資産の増減額 
   (△は増加)

214 △296 △319

 10 仕入債務の増減額 
   (△は減少)

617 △67 634

 11 その他 △1,342 △2,411
1,445
 

    小計 34,593 29,052 62,375

 12 利息及び配当金の受取額 1,592 1,714 2,749

 13 利息の支払額 △1 △0 △1

 14 法人税等の支払額 △11,975 △9,146 △25,194

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

24,209 21,620 39,928

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得 
   による支出

△29,998 △35,761 △67,972

 ２ 有価証券の償還等 
   による収入

43,900 55,360 81,214

 ３ 有形固定資産の 
   取得による支出

△707 △518 △1,174

 ４ 投資有価証券の 
   取得による支出

△36,655 △25,553 △59,258

 ５ 投資有価証券の 
   償還等による収入

1,808 874 3,093

 ６ その他 △184 △536 △65

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△21,838 △6,136 △44,163



 
  

前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の 
   返済による支出

△2 △0 △5

 ２ 長期借入金の 
   返済による支出

△62 ― △62

 ３ 自己株式の取得 
   による支出

△18 △21 △37

 ４ 親会社による 
   配当金の支払額

△7,616 △9,373 △7,620

 ５ 少数株主への 
   配当金の支払額

△4 △4 △4

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△7,703 △9,400 △7,729

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

10 △3 31

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(△は減少)

△5,321 6,080 △11,932

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

38,254 26,321 38,254

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

32,932 32,401 26,321



中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 
  

項目
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

１ 連結の範囲に関す
る事項

連結子会社数  ４社
 オノ・ファーマ・  
ユーエスエー インク
 オノ・ファーマ・  
ユーケー・リミテッド
 東洋製薬化成㈱
 ㈱ビーブランド・   
メディコーデンタル
すべての子会社を連結して
おります。なお、東洋製薬
化成㈱は支配力基準を適用
した子会社であります。
また、前連結会計年度まで
連結子会社でありました㈱
現代医療社は、平成17年5
月において、解散しており
ます。

連結子会社数  ４社  
  オノ・ファーマ・  
  ユーエスエー インク 
 オノ・ファーマ・      
  ユーケー・リミテッド 
 東洋製薬化成㈱ 
 ㈱ビーブランド・    
  メディコーデンタル
すべての子会社を連結して
おります。なお、東洋製薬
化成㈱は支配力基準を適用
した子会社であります。

連結子会社数  ４社 
 オノ・ファーマ・ 
 ユーエスエー インク 
 オノ・ファーマ・ 
 ユーケー・リミテッド 
 東洋製薬化成㈱ 
 ㈱ビーブランド・ 
 メディコーデンタル 
すべての子会社を連結して
おります。なお、東洋製薬
化成㈱は支配力基準を適用
した子会社であります。 
また、前連結会計年度まで
連結子会社でありました㈱
現代医療社は、平成17年5
月において、解散しており
ます。 
 

２ 持分法の適用に関
する事項

持分法適用の関連会社数
３社

 尼崎化学合成㈱
 ㈱ナミコス
 東海カプセル㈱
すべての関連会社について
持分法を適用しておりま
す。なお、㈱ナミコスは影
響力基準を適用した関連会
社であります。

同左 同左

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項

連結子会社のうち、オノ・
ファーマ・ユーエスエー
インクとオノ・ファーマ・
ユーケー・リミテッドの海
外子会社２社の中間決算日
は、６月30日であります。 
中間連結財務諸表の作成に
あたっては、同日現在の中
間財務諸表を使用し、中間
連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連
結上必要な調整を行ってお
ります。

同左 連結子会社のうち、オノ・
ファーマ・ユーエスエー
インクとオノ・ファーマ・
ユーケー・リミテッドの海
外子会社２社の決算日は、
12月31日であります。 
連結財務諸表の作成にあた
っては、同日現在の財務諸
表を使用し、連結決算日と
の間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っております。

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法

 ① 有価証券
   満期保有目的の債券
    …償却原価法(定

額法)
   その他有価証券
    時価のあるもの
     …中間連結決算日

の市場価格等に
基づく時価法
(評価差額は全
部資本直入法に
より処理し売却
原価は主として
移動平均法によ
り算定)

(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法

 ① 有価証券
   満期保有目的の債券
    …償却原価法(定

額法)
   その他有価証券
    時価のあるもの
     …中間連結決算日

の市場価格等に
基づく時価法
(評価差額は全
部純資産直入法
により処理し売
却原価は主とし
て移動平均法に
より算定)

(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法

 ① 有価証券
   満期保有目的の債券
    …償却原価法(定

額法)
   その他有価証券
    時価のあるもの
    …連結決算日の市

場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部資本
直入法により処
理し売却原価は
主として移動平
均法により算
定)



項目
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

    時価のないもの

     …主として移動平

均法による原価

法

    時価のないもの

     …主として移動平

均法による原価

法

    時価のないもの

    …主として移動平

均法による原価

法

 ② たな卸資産

   主として先入先出法

による原価法

 ② たな卸資産

同左

 ② たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(附属設備を

除く)については、

定額法を採用してお

ります。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

ります。

   建物及び構築物

15～50年

   機械装置及び車両運

搬具

４～７年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

   主として定額法を採

用しております。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   当中間連結会計期間

末における売上債権

等の貸倒れによる損

失に備えるために引

当てたもので、内規

に定める基準により

算定しております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   当連結会計年度末に

おける売上債権等の

貸倒れによる損失に

備えるために引当て

たもので、内規に定

める基準により算定

しております。

 ② 賞与引当金

   従業員賞与の支給に

備えて、その支給見

込額を計上しており

ます。

 ② 賞与引当金

同左

 ② 賞与引当金

同左



項目
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 ③ 返品調整引当金

   返品による損失に備

えるために引当てた

もので、返品中に見

込まれる製品・商品

の廃棄損失の見積額

をあわせて計上して

おります。

 ③ 返品調整引当金

同左

 ③ 返品調整引当金

同左

 ④ 売上割戻引当金

   特約店に対して将来

発生する売上割戻金

の支出に備えて、当

中間連結会計期間末

売掛金に実績を基礎

にした割戻率を乗じ

た額を計上しており

ます。

 ④ 売上割戻引当金

同左

 ④ 売上割戻引当金

   特約店に対して将来

発生する売上割戻金

の支出に備えて、当

連結会計年度末売掛

金に実績を基礎にし

た割戻率を乗じた額

を計上しておりま

す。

 ⑤ 販売促進引当金

   販売した製品・商品

のうち当中間連結会

計期間末における特

約店在庫分につい

て、その販売促進に

要する諸費用に備え

るため、その在庫に

実績を基礎にした販

売経費率を乗じた額

を計上しておりま

す。

 ⑤ 販売促進引当金

同左

 ⑤ 販売促進引当金

   販売した製品・商品

のうち当連結会計年

度末における特約店

在庫分について、そ

の販売促進に要する

諸費用に備えるた

め、その在庫に実績

を基礎にした販売経

費率を乗じた額を計

上しております。

 ⑥ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度

に発生した額を翌連

結会計年度に一括で

費用処理することと

しております。

 ⑥ 退職給付引当金

同左

 ⑥ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異

は、各連結会計年度

に発生した額を翌連

結会計年度に一括で

費用処理することと

しております。

   過去勤務債務につい

ては、発生した連結

会計年度に一括で費

用処理することとし

ております。



項目
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 ⑦ 役員退職給与引当金

   内規による中間連結

会計期間末所要額の

100％を計上してお

ります。

 ⑦ 役員退職給与引当金

同左

 ⑦ 役員退職給与引当金

   内規による連結会計

年 度 末 所 要 額 の

100％を計上してお

ります。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結会計期間

末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換

算差額は損益として処

理しております。な

お、在外子会社等の資

産及び負債は、中間連

結会計期間末日の直物

為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用

は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差

額は資本の部における

為替換算調整勘定に含

めて計上しておりま

す。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結会計期間

末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換

算差額は損益として処

理しております。な

お、在外子会社等の資

産及び負債は、中間決

算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産

の部における為替換算

調整勘定に含めて計上

しております。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結会計年度末日

の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差

額は損益として処理し

ております。なお、在

外子会社等の資産及び

負債は、連結会計年度

末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の

部における為替換算調

整勘定に含めて計上し

ております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   外貨建取引に係る為

替予約の振当処理に

よっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

 …為替予約取引

   ヘッジ対象

 …外貨建金銭債権

債務等(予定取

引を含む)

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 ③ ヘッジ方針

   外貨建取引に係る相

場の変動リスクを回

避する目的で為替予

約取引を行っており

ます。

   投機的な取引及び短

期的な売買差益を得

る取引は行っており

ません。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性

   ヘッジの有効性につ

いては、それぞれの

ヘッジ手段とヘッジ

対象が対応している

ことを確認すること

により有効であるこ

とを評価しておりま

す。

 ④ ヘッジの有効性

同左

 ④ ヘッジの有効性

同左

(7) 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。

(7) 消費税等の会計処理

同左

(7) 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

投資からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する投資

からなっております。



中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
追加情報 

  

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年8月9日）)及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第6号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前中間純利益

は180百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

      ――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)を適用しております。これ

により税金等調整前当期純利益は

180百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。

      ――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号 平成17年12月9日）を

適用しております。これまでの資本

の部の合計に相当する金額は、

447,462百万円であります。なお、

当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

 

      ―――

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

（退職給付会計） 

当社では、平成16年10月１日より従

来の確定給付企業年金（旧厚生年金

基金加算年金）と税制適格退職年金

の一本化を行い、新しい確定給付企

業年金を導入しました。この新制度

導入に伴う退職給付引当金戻入益

は、過去勤務債務の償却に準じて、

発生時より１年で月数按分認識して

おり、特別利益として734百万円計

上しております。

――― (退職給付会計) 

当社では、平成16年10月1日より従

来の確定給付企業年金（旧厚生年金

基金加算年金）と税制適格退職年金

の一本化を行い、新しい確定給付企

業年金を導入しました。この新制度

導入に伴う退職給付引当金戻入益

は、過去勤務債務の償却に準じて、

発生時より1年で月数按分認識して

おり、特別利益として734百万円計

上しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間末 
平成17年９月30日

当中間連結会計期間末
平成18年９月30日

前連結会計年度末 
平成18年３月31日

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

55,072百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

57,688百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

56,307百万円

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関７社と特定融

資枠契約を締結しておりま

す。

特定融資枠 
の総額

7,500百万円

借入実行 
残高

―百万円

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関６社と特定融

資枠契約を締結しておりま

す。

特定融資枠
の総額

7,500百万円

借入実行
残高

―百万円

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関６社と特定融

資枠契約を締結しておりま

す。

特定融資枠 
の総額

7,500百万円

借入実行
残高

―百万円

       ――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関

の休業日であったため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日残高に含まれておりま

す。

         受取手形  54百万円  
         支払手形  56百万円 
 

       ―――



(中間連結損益計算書関係) 
  

 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

※１ 一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであ

ります。

給料 3,747百万円

賞与引当金 
繰入額

129百万円

退職給付引 
当金繰入額

421百万円

研究開発費 14,355百万円

※１ 一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであ

ります。

給料 3,842百万円

賞与引当金
繰入額

11百万円

退職給付引
当金繰入額

395百万円

研究開発費 16,016百万円

※１ 一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであ

ります。

給料 7,492百万円

賞与引当金 
繰入額

197百万円

退職給付引 
当金繰入額

843百万円

研究開発費 34,028百万円

 

※２ 売上高及び売上原価には、原

薬中間体取引高1,764百万円

が同額含まれております。

※３ 減損損失

当社グループは、以下の資産につい
て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

大阪市

賃貸資産 土地

豊中市

高崎市

西宮市

札幌市

札幌市 遊休資産 土地

当社グループは、事業用資産、賃貸
資産、遊休資産の区分にて資産のグ
ループ化を行い、時価が著しく下落
している賃貸資産及び遊休資産の土
地について、減損損失を180百万円
計上しました。なお、当資産グルー
プの回収可能価額は、路線価を合理
的に調整した価額に基づく正味売却
価額により評価しております。

※２ 売上高及び売上原価には、原

薬中間体取引高1,487百万円

が同額含まれております。

 
 
              ―――

 

※２ 売上高及び売上原価には、原

薬中間体取引高3,485百万円

が同額含まれております。

※３ 減損損失

当社グループは、以下の資産につい
て減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

大阪市

賃貸資産 土地

豊中市

高崎市

西宮市

札幌市

札幌市 遊休資産 土地

当社グループは、事業用資産、賃貸
資産、遊休資産の区分にて資産のグ
ループ化を行い、時価が著しく下落
している賃貸資産及び遊休資産の土
地について、減損損失を180百万円
計上しました。なお、当資産グルー
プの回収可能価額は、路線価を合理
的に調整した価額に基づく正味売却
価額により評価しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(注)自己株式数の増加 3,988株は、単元未満株式の買取りによる増加 3,887株、持分法適用会社が取得した自

己株式(当社株式)の当社帰属分 101株であります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当中間連結会計期間末(株)

普通株式 122,919,000 ― ― 122,919,000

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当中間連結会計期間末(株)

普通株式 (注) 5,487,671 3,988 ― 5,491,659

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 9,390 80 平成18年3月31日 平成18年6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月9日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,694 40 平成18年9月30日 平成18年12月11日

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,974百万円

有価証券勘定 92,518百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△42百万円

償還期間が３か月 
を超える債券等

△73,517百万円

現金及び 
現金同等物

32,932百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,794百万円

有価証券勘定 99,753百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△434百万円

償還期間が３か月
を超える債券等

△84,712百万円

現金及び 
現金同等物

32,401百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 14,904百万円

有価証券勘定 101,023百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△34百万円

償還期間が３か月
を超える債券等

△89,571百万円

現金及び
現金同等物

26,321百万円



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

工具器具 
及び備品

取得価額 
相当額

171百万円

減価償却 
累計額相当額

139百万円

中間期末残高 
相当額

32百万円

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。

 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

その他
（工具器具 
 及び備品）

取得価額
相当額

28百万円

減価償却
累計額相当額

14百万円

中間期末残高
相当額

14百万円

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

工具器具 
及び備品

取得価額
相当額

51百万円

減価償却
累計額相当額

32百万円

期末残高
相当額

19百万円

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法により算定してお

ります。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 21百万円

１年超 11百万円

計 32百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 5百万円

１年超 9百万円

計 14百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 7百万円

１年超 11百万円

計 19百万円

   (注) 未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定しておりま

す。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 94百万円

減価償却費 
相当額

94百万円

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 4百万円

減価償却費
相当額

4百万円

  （注）  支払リース料について

は、前連結会計年度ま

で支払総額を記載して

おりましたが、当中間

連結会計期間より取得

価額相当額3百万円以

上の物件に対する支払

リース料を記載してお

ります。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 193百万円

減価償却費
相当額

193百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

              同左 

 

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

 

 



  

 
  

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

       ―――

 

２．オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 9百万円

１年超 7百万円

計 17百万円

      ―――



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 有価証券の減損に当たっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合

には「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復

の見込みが明らかな場合を除き減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 99,220 99,388 168

② 社債 45,523 45,436 △87

合計 144,744 144,825 81

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 46,120 88,750 42,629

② 債券

国債・地方債等 50,998 50,974 △24

社債 100 100 △0

③ その他 8,797 14,620 5,822

合計 106,017 154,446 48,428

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

社債 499

(2) その他有価証券

① 非上場株式 167

② マネーマネージメントファンド 6,278

③ フリーファイナンシャルファンド 12,721



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 有価証券の減損に当たっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合

には「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復

の見込みが明らかな場合を除き減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 116,307 116,168 △139

② 社債 42,461 42,258 △203

合計 158,769 158,426 △342

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 53,106 109,433 56,326

② 債券

国債・地方債等 56,921 56,820 △100

③ その他 8,791 16,520 7,729

合計 118,819 182,775 63,955

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

① 非上場株式 107

② マネーマネージメントファンド 4,866

③ フリーファイナンシャルファンド 10,175



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 有価証券の減損に当たっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には

「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復の見

込みが明らかな場合を除き減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 

区分
連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 106,169 105,174 △994

② 社債 43,759 43,404 △354

合計 149,929 148,579 △1,349

区分 取得原価(百万円)
連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 50,449 113,455 63,005

② 債券

国債・地方債等 62,977 62,818 △159

③ その他 8,796 18,152 9,356

合計 122,224 194,426 72,202

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

社債 700

(2) その他有価証券

① 非上場株式 109

② マネーマネージメントファンド 6,279

③ フリーファイナンシャルファンド 5,172

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

ヘッジ会計が適用されている為替予

約取引以外は、該当事項はありませ

ん。

同左 同左

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

セグメントの区分が「医薬品事業」単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間においては、役務サービス・その他の部門に関係する事業を行っていた㈱現代医療

社が解散したことにより、事業の種類別セグメントの区分が、従来の医薬品、役務サービス・その他に関

係する事業という区分から、医薬品に関係する事業の単一セグメントとなりました。 
  
当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

セグメントの区分が「医薬品事業」単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

セグメントの区分が「医薬品事業」単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度においては、役務サービス・その他の部門に関係する事業を行っていた㈱現代医療社が

解散したことにより、事業の種類別セグメントの区分が、従来の医薬品、役務サービス・その他に関係す

る事業という区分から、医薬品に関係する事業の単一セグメントとなりました。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
(1) 欧州……イタリア、オランダ、ドイツ、イギリス 
(2) アジア……韓国、台湾 
(3) その他の地域……アメリカ、メキシコ 
３ 海外売上高は、当社の輸出高(特許権等使用料収入を含む)であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
(1) 欧州……イタリア、オランダ、ドイツ、イギリス 
(2) アジア……韓国、台湾 
(3) その他の地域……アメリカ、メキシコ等 
３ 海外売上高は、当社の輸出高(特許権等使用料収入を含む)であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
(1) 欧州……イタリア、イギリス、オランダ、ドイツ 
(2) アジア……韓国、台湾 
(3) その他の地域……アメリカ、メキシコ等 
３ 海外売上高は、当社の輸出高(特許権等使用料収入を含む)であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

欧州 アジア その他の地域 計

１ 海外売上高(百万円) 330 605 574 1,510

２ 連結売上高(百万円) 73,948

３ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

0.4 0.8 0.8 2.0

欧州 アジア その他の地域 計

１ 海外売上高(百万円) 271 985 103 1,361

２ 連結売上高(百万円) 69,462

３ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

0.4 1.4 0.2 2.0

欧州 アジア その他の地域 計

１ 海外売上高(百万円) 629 1,263 736 2,629

２ 連結売上高(百万円) 148,671

３ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

0.4 0.8 0.5 1.8



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

１株当たり純資産額 3,522円27銭 3,810円55銭 3,777円31銭

１株当たり中間(当期)純利益 172円60銭 155円26銭 307円32銭

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

中間(当期)純利益 
(百万円)

20,269 18,231 36,146

普通株主に帰属しない 
金額(百万円)

― ― 56

(うち利益処分による 
役員賞与金(百万円))

(―) (―) (56)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円)

20,269 18,231 36,089

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

117,436 117,429 117,434

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

―――  

当社は、本年10月2日付の取締役会

において、会社法第165条第3項の規

定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式

を取得することを決議しました。 

 

(1)理由 資本効率の向上を図ると 

     ともに総合的な株主還元 

     策の一環として実施する 

     ものです。 

(2)取得する株式の種類  

     普通株式 

(3)取得する株式の総数   

     600万株（上限） 

(4)株式の取得価額の総額  

     350億円（上限） 

(5)取得する期間  

     平成18年10月3日～ 

     平成19年3月23日 

(6)本年11月末日時点での取得状況  

         177万株 

         99億円

―――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

平成17年９月30日

当中間会計期間末

平成18年９月30日

前事業年度の 
要約貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 12,035 15,651 12,638

 ２ 受取手形 498 144 141

 ３ 売掛金 41,332 38,833 42,583

 ４ 有価証券 92,488 99,623 100,993

 ５ たな卸資産 8,693 9,452 9,189

 ６ 繰延税金資産 13,365 12,099 13,313

 ７ その他 1,445 1,482 1,358

    貸倒引当金 △1,244 △840 △1,269

    流動資産合計 168,614 36.6 176,445 35.6 178,947 35.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 27,005 25,332 26,174

  (2) 土地 22,532 22,532 22,532

  (3) その他 7,135 56,673 12.3 4,936 52,801 10.7 5,668 54,375 10.9

 ２ 無形固定資産 1,277 0.3 1,116 0.2 1,162 0.2

 ３ 投資
   その他の資産

  (1) 投資有価証券 226,096 256,414 255,337

  (2) 再評価に係る
    繰延税金資産

2,425 2,425 2,425

  (3) その他 5,949 5,991 5,890

    貸倒引当金 △0 234,470 50.9 △0 264,831 53.5 △0 263,652 52.9

    固定資産合計 292,421 63.4 318,750 64.4 319,190 64.1

   資産合計 461,036 100.0 495,196 100.0 498,138 100.0



前中間会計期間末

平成17年９月30日

当中間会計期間末

平成18年９月30日

前事業年度の 
要約貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 147 164 214

 ２ 買掛金 2,637 2,432 2,482

 ３ 短期借入金 1 1 1

 ４ 未払法人税等 11,589 9,348 8,749

 ５ 未払消費税等 550 414 875

 ６ 未払費用 3,252 3,396 4,934

 ７ 賞与引当金 4,138 4,282 4,267

 ８ 返品調整引当金 1 38 2

 ９ 売上割戻引当金 805 752 954

 10 販売促進引当金 515 548 587

 11 その他 2,559 1,695 1,978

    流動負債合計 26,198 5.7 23,074 4.7 25,048 5.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 23 19 20

 ２ 長期未払金 583 286 289

 ３ 退職給付引当金 13,314 10,381 12,433

 ４ 役員退職給与 
 引当金

735 629 762

 
 ５ 繰延税金負債

9,107 16,178 18,688

    固定負債合計 23,764 5.2 27,495 5.5 32,193 6.5

   負債合計 49,963 10.8 50,570 10.2 57,241 11.5



前中間会計期間末

平成17年９月30日

当中間会計期間末

平成18年９月30日

前事業年度の 
要約貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 17,358 3.8 ― ― 17,358 3.5

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 17,002 ― 17,002

   資本剰余金合計 17,002 3.7 ― ― 17,002 3.4

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 4,339 ― 4,339

 ２ 任意積立金 348,329 ― 348,329

 ３ 中間(当期)
   未処分利益

21,230 ― 36,957

   利益剰余金合計 373,898 81.1 ― ― 389,626 78.2

Ⅳ 土地再評価差額金 △3,549 △0.8 ― ― △3,549 △0.7

Ⅴ その他有価証券
  評価差額金

28,626 6.2 ― ― 42,740 8.6

Ⅵ 自己株式 △22,263 △4.8 ― ― △22,282 △4.5

   資本合計 411,073 89.2 ― ― 440,896 88.5

   負債・資本合計 461,036 100.0 ― ― 498,138 100.0



 

前中間会計期間末

平成17年９月30日

当中間会計期間末

平成18年９月30日

前事業年度の 
要約貸借対照表 
平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 17,358 3.5 ― ―

 ２ 資本剰余金

   資本準備金 ― 17,002 ―

   資本剰余金合計 ― ― 17,002 3.4 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 4,339 ―

  (2) その他利益 
    剰余金

    固定資産圧縮 
    積立金

― 29 ―

    別途積立金 ― 374,500 ―

    繰越利益 
    剰余金

― 19,448 ―

   利益剰余金合計 ― ― 398,317 80.5 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △22,304 △4.5 ― ―

   株主資本合計 ― ― 410,374 82.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券
   評価差額金

― ― 37,800 7.6 ― ―

 ２ 土地再評価
   差額金

― ― △3,549 △0.7 ― ―

   評価・換算
   差額等合計

― ― 34,251 6.9 ― ―

   純資産合計 ― ― 444,626 89.8 ― ―

   負債・純資産
   合計

― ― 495,196 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

当中間会計期間

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 73,225 100.0 68,656 100.0 147,126 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 10,761 14.7 10,164 14.8 21,567 14.7

    売上総利益 62,464 85.3 58,491 85.2 125,559 85.3

    返品調整引当金
    繰入差額

― ― 36 0.1 1 0.0

    差引売上総利益 62,464 85.3 58,455 85.1 125,558 85.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 31,256 42.7 31,838 46.4 69,377 47.2

    営業利益 31,207 42.6 26,617 38.8 56,180 38.2

Ⅳ 営業外収益 ※２ 1,521 2.1 2,234 3.3 2,582 1.8

Ⅴ 営業外費用 ※３ 139 0.2 163 0.2 398 0.3

    経常利益 32,589 44.5 28,689 41.8 58,364 39.7

Ⅵ 特別利益 ※４ 734 1.0 1,137 1.7 734 0.5

Ⅶ 特別損失 ※５ 205 0.3 ― ― 230 0.2

    税引前中間
    (当期)純利益

33,117 45.2 29,826 43.4 58,867 40.0

    法人税、住民税
    及び事業税

11,602 9,600 21,639

    法人税等調整額 1,412 13,015 17.8 2,080 11,681 17.0 1,398 23,037 15.7

    中間(当期)純利益 20,102 27.5 18,145 26.4 35,829 24.4

    前期繰越利益 1,264 ― 1,264

    土地再評価差額金
    取崩額

△136 ― △136

    中間(当期)未処分
    利益

21,230 ― 36,957



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,358 17,002 17,002

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 17,358 17,002 17,002

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産  

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益  

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,339 29 348,300 36,957 389,626 △22,282 401,704

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立(注) 26,200 △26,200 ―

 剰余金の配当(注) △9,397 △9,397 △9,397

 役員賞与(注) △56 △56 △56

 中間純利益 18,145 18,145 18,145

 自己株式の取得 △21 △21

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 26,200 △17,508 8,691 △21 8,669

平成18年９月30日残高(百万円) 4,339 29 374,500 19,448 398,317 △22,304 410,374

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 42,740 △3,549 39,191 440,896

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立(注) ―

 剰余金の配当(注) △9,397

 役員賞与(注) △56

 中間純利益 18,145

 自己株式の取得 △21

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,939 △4,939 △4,939

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△4,939 ― △4,939 3,729

平成18年９月30日残高(百万円) 37,800 △3,549 34,251 444,626



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   …償却原価法(定額

法)

  子会社株式及び関連会

社株式

   …移動平均法による

原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

    …移動平均法によ

る原価法

(1) 有価証券

   満期保有目的の債券

   …償却原価法(定額

法)

  子会社株式及び関連会

社株式

   …移動平均法による

原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)

   時価のないもの

    …移動平均法によ

る原価法

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   …償却原価法(定額

法)

  子会社株式及び関連会

社株式

   …移動平均法による

原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …期末日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    …移動平均法によ

る原価法

(2) たな卸資産

  先入先出法による原価

法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。ただし、平成10

年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を

除く)については、定

額法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

  建物及び構築物

15～50年

  機械装置及び車両運搬

具

４～７年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



項目
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  当中間会計期間末にお

ける売上債権等の貸倒

れによる損失に備える

ために引当てたもの

で、内規に定める基準

により算定しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

  当事業年度末における

売上債権等の貸倒れに

よる損失に備えるため

に引当てたもので、内

規に定める基準により

算定しております。

(2) 賞与引当金

  従業員賞与の支給に備

えてその支給見込額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 返品調整引当金

  返品による損失に備え

るために引当てたもの

で、返品中に見込まれ

る製品・商品の廃棄損

失の見積額をあわせて

計上しております。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

同左

(4) 売上割戻引当金

  特約店に対して将来発

生する売上割戻金の支

出に備えて、当中間会

計期間末売掛金に実績

を基礎にした割戻率を

乗じた額を計上してお

ります。

(4) 売上割戻引当金

同左

(4) 売上割戻引当金

  特約店に対して将来発

生する売上割戻金の支

出に備えて、当事業年

度末売掛金に実績を基

礎にした割戻率を乗じ

た額を計上しておりま

す。

(5) 販売促進引当金

  販売した製品・商品の

うち当中間会計期間末

における特約店在庫分

について、その販売促

進に要する諸費用に備

えるため、その在庫に

実績を基礎にした販売

経費率を乗じた額を計

上しております。

(5) 販売促進引当金

同左

(5) 販売促進引当金

  販売した製品・商品の

うち当事業年度末にお

ける特約店在庫分につ

いて、その販売促進に

要する諸費用に備える

ため、その在庫に実績

を基礎にした販売経費

率を乗じた額を計上し

ております。

(6) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、

各事業年度に発生した

額を翌期に一括で費用

処理することとしてお

ります。

(6) 退職給付引当金

同左

(6) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。

  数理計算上の差異は、

各事業年度に発生した

額を翌事業年度に一括

で費用処理することと

しております。

  過去勤務債務について

は、発生した事業年度

に一括で費用処理する

こととしております。



項目
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

(7) 役員退職給与引当金

  内規による当中間会計

期間末所要額の100％

を計上しております。

(7) 役員退職給与引当金

同左

(7) 役員退職給与引当金

  内規による期末所要額

の100％を計上してお

ります。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  外貨建取引に係る為替

予約の振当処理によっ

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

…為替予約取引

  ヘッジ対象

…外貨建金銭債権債

務等(予定取引を

含む)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

  外貨建取引に係る相場

の変動リスクを回避す

る目的で為替予約取引

を行っております。

  投機的な取引及び短期

的な売買差益を得る取

引は行っておりませ

ん。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性

  ヘッジの有効性につい

ては、それぞれのヘッ

ジ手段とヘッジ対象が

対応していることを確

認することにより有効

であることを評価して

おります。

(4) ヘッジの有効性

同左

(4) ヘッジの有効性

同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

の基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。

消費税等の会計処理 

   同左

消費税等の会計処理 

   同左



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
追加情報 

  

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日）)及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用しております。これに

より税引前中間純利益は180百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

       ―――

       ――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は、

444,626百万円であります。なお、

当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。これに

より税引前当期純利益は180百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。

      ―――

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

(退職給付会計)

当社では、平成16年10月1日より従来

の確定給付企業年金（旧厚生年金基

金加算年金）と税制適格退職年金の

一本化を行い、新しい確定給付企業

年金を導入しました。この新制度導

入に伴う退職給付引当金戻入益は、

過去勤務債務の償却に準じて、発生

時より１年で月数按分認識してお

り、特別利益として734百万円計上し

ております。

       ――― (退職給付会計)

当社では、平成16年10月１日より従

来の確定給付企業年金(旧厚生年金基

金加算年金)と税制適格退職年金の一

本化を行い、新しい確定給付企業年

金を導入しました。この新制度導入

に伴う退職給付引当金戻入益は、過

去勤務債務の償却に準じて、発生時

より１年で月数按分認識しており、

特別利益として734百万円計上してお

ります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
平成17年９月30日

当中間会計期間末
平成18年９月30日

前事業年度末 
平成18年３月31日

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

52,916百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

55,297百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

54,032百万円

 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関７社と特定融

資枠契約を締結しておりま

す。

特定融資枠 
の総額

7,500百万円

借入実行 
残高

―百万円

 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関６社と特定融

資枠契約を締結しておりま

す。

特定融資枠
の総額

7,500百万円

借入実行
残高

―百万円

 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関６社と特定融

資枠契約を締結しておりま

す。

特定融資枠 
の総額

7,500百万円

借入実行
残高

―百万円

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

※１ 売上高及び売上原価には、原

薬中間体取引高1,764百万円

が同額含まれております。

※１ 売上高及び売上原価には、原

薬中間体取引高1,487 百万円

が同額含まれております。

※１ 売上高及び売上原価には、原

薬中間体取引高3,485百万円

が同額含まれております。

※２ 営業外収益の内訳

受取利息 2百万円

有価証券 
利息

347百万円

受取配当金 843百万円

その他 329百万円

※２ 営業外収益の内訳

受取利息 0百万円

有価証券
利息

536百万円

受取配当金 861百万円

その他 835百万円

※２ 営業外収益の内訳

受取利息 2百万円

有価証券
利息

731百万円

受取配当金 1,233百万円

その他 614百万円

 

※３ 営業外費用の内訳

支払利息 1百万円

寄付金 108百万円

その他 30百万円
 

※３ 営業外費用の内訳

支払利息 0百万円

寄付金 102百万円

その他 59百万円

※３ 営業外費用の内訳

支払利息 1百万円

寄付金 192百万円

施設利用権 
評価損

16百万円

その他 188百万円

※４ 特別利益の内訳

新制度導入
に伴う退職
給付引当金
戻入益

734百万円

※４ 特別利益の内訳

退職給付債
務数理計算
上の差異償
却

1,137百万円

※４ 特別利益の内訳

新制度導入
に伴う退職
給付引当金
戻入金

734百万円



 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
(注)自己株式の増加3,887株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 

 

※５ 特別損失の内訳

退職給付債 
務数理計算 
上の差異 
償却

25百万円

減損損失 180百万円

（減損損失について）

当社は、以下の資産について
減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

大阪市

賃貸資産 土地

豊中市

高崎市

西宮市

札幌市

札幌市 遊休資産 土地

当社は、事業用資産、賃貸資
産、遊休資産の区分にて資産
のグループ化を行い、時価が
著しく下落している賃貸資産
及び遊休資産の土地につい
て、減損損失を180百万円計
上しました。なお、当資産グ
ループの回収可能価額は、路
線価を合理的に調整した価額
に基づく正味売却価額により
評価しております。

          ―――

 

 

※５ 特別損失の内訳

退職給付債 
務数理計算 
上の差異 
償却

50百万円

減損損失 180百万円

（減損損失について）

当社は、以下の資産について
減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

大阪市

賃貸資産 土地

豊中市

高崎市

西宮市

札幌市

札幌市 遊休資産 土地

当社は、事業用資産、賃貸資
産、遊休資産の区分にて資産
のグループ化を行い、時価が
著しく下落している賃貸資産
及び遊休資産の土地につい
て、減損損失を180百万円計
上しました。なお、当資産グ
ループの回収可能価額は、路
線価を合理的に調整した価額
に基づく正味売却価額により
評価しております。

 ６ 減価償却実施額

有形固定 
資産

1,793百万円

無形固定 
資産

7百万円

 ６ 減価償却実施額

有形固定
資産

1,564百万円

無形固定
資産

7百万円

 ６ 減価償却実施額

有形固定
資産

3,651百万円

無形固定
資産

15百万円

株式の種類 前事業年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当中間会計期間末(株)

普通株式 (注) 5,447,903 3,887 ― 5,451,790



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

工具器具 
及び備品

取得価額 
相当額

146百万円

減価償却 
累計額相当額

119百万円

中間期末残高 
相当額

26百万円

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。

 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

その他 
  (工具器具
  及び備品)

取得価額
相当額

18百万円

減価償却
累計額相当額

6百万円

中間期末残高
相当額

11百万円

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

工具器具 
及び備品

取得価額
相当額

41百万円

減価償却
累計額相当額

25百万円

期末残高
相当額

15百万円

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法により算定してお

ります。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 17百万円

１年超 8百万円

合計 26百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 3百万円

１年超 8百万円

合計 11百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 5百万円

１年超 10百万円

合計 15百万円

   (注) 未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定しておりま

す。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 91百万円

減価償却費 
相当額

91百万円

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 3百万円

減価償却費
相当額

3百万円

   (注) 支払リース料について

      は、前事業年度まで支

      払総額を記載しており 

      ましたが、当中間会計 

      期間より取得価額相当 

      額３百万円以上の物件 

      に対する支払リース料

      を記載しております。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 188百万円

減価償却費
相当額

188百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



 
  

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

       ―――

 

２．オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 9百万円

１年超 7百万円

合計 17百万円

      ―――



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

 
  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

１株当たり純資産額 3,499円25銭 3,785円11銭 3,752円76銭

１株当たり中間(当期)純利益 171円12銭 154円47銭 304円52銭

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

中間(当期)純利益 
(百万円)

20,102 18,145 35,829

普通株主に帰属しない 
金額(百万円)

― ― 56

(うち利益処分による 
役員賞与金(百万円))

(―) (―) (56)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円)

20,102 18,145 35,773

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

117,476 117,469 117,474



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

第59期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月９日開催

の取締役会において、平成18年９月30日を基準日として、次の通り中間配当を行うことを決議いたしま

した。 

 ① 中間配当金の総額               4,698百万円 

 ② １株当たり中間配当金                 40円 

 ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成18年12月11日 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

―――

当社は、本年10月2日付の取締役会

において、会社法第165条第3項の規

定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式

を取得することを決議しました。 

 

(1)理由 資本効率の向上を図ると  

     ともに総合的な株主還元 

     策の一環として実施する 

     ものです。 

(2)取得する株式の種類  

     普通株式 

(3)取得する株式の総数  

     600万株(上限) 

(4)株式の取得価額の総額 

     350億円(上限) 

(5)取得する期間 

         平成18年10月3日～ 

     平成19年3月23日 

(6)本年11月末日時点での取得状況 

     177万株 

     99億円

―――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号(代表取締役の異

動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

 

 

 
  

 
  

  

(1) 
 

臨時報告書 
 

平成18年５月16日 
関東財務局長に提出。

(2) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第58期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。

 
 

(3) 
 

自己株券買付状況 
報告書 
 

平成18年11月13日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

小野薬品工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小野薬品工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、小野薬品工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成17年12月9日

有恒監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  石  英  二  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  魚  田  義  郎  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書

 

                                                                        平成18年12月8日 

小野薬品工業株式会社 

 取 締 役 会  御 中   

  

           監査法人 ト ー マ ツ 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている小野薬品工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、小野薬品工業株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 土  田  秋  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    東  誠  一  郎    ㊞  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 丸  地  肖  幸  ㊞  

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

小野薬品工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小野薬品工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、小野薬品工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成17年12月９日

有恒監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  高  石  英  二  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  魚  田  義  郎  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書

 

                                                                        平成18年12月8日 

小野薬品工業株式会社 

 取 締 役 会  御 中   

  

           監査法人 ト ー マ ツ 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている小野薬品工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第59期事業年度の中間会計期

間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、小野薬品工業株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 土  田  秋  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    東  誠  一  郎    ㊞  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 丸  地  肖  幸  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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